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－iii－ 

 

－iii－ 

は じ め に 

消費税法の出題理論には、大きく分けて次の３つがある。 

① 単純に理論マスターどおりに解答する個別理論問題 

② 複数の条文を組み合わせて解答させる応用理論問題 

③ 事例理論問題 

このうち、②の応用理論は近年難易度が上昇の一途をたどり、法律全体の体系、

各規定のつながり、規定の趣旨等も理解していなければ対処できなくなってきてい

る。解答についても単に条文を解答するだけでなく、解答（取扱い）の要旨を説明

することが要求される。 

本書を利用することにより、多くの受験生の応用理論対策が、より完璧なものに

なれば幸いである。そして、一人でも多くの受験生に栄冠が輝くことを願ってやま

ない。 

（本書は令和５年10月現在の法令に準拠している。） 

 

ＴＡＣ税理士講座 
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－xiv－ 

本 書 の 利 用 方 法 

１ 各テーマごとの理論体系を確認すること。  

２ 本書は、理論問題解答にあたってのトレーニングである。各問題につき、何を

解答の柱に挙げるべきかを考えること。 

（注１）各問題には、配点が付されていないため、ボリュームに応じ、解答の優

先順位が異なることがある。 

（注２）解答の柱が挙げられるようになっても答案に解答を残せないと得点でき

ないため、１題でも多くの個別理論の暗記に努めることが重要となる。 

３ 本書の解答上、理論マスター１－１を参照する部分については、Ｍ１－１の形

で示すものとする。 

別冊の理論マスターでその部分の内容を確認してほしい。 

 

理論解答にあたってのポイント 

１ 解答（取扱い）の要旨を書く（ただし、基本的に個別理論は不要） 

(1) なぜその規定が解答となるのか  

(2) 何を解答するのか 

（例）『本問では、「○○」、「△△」…の規定が該当する。』 

『本問では、「××」であるため、「○○」、「△△」…の規定が該当する。』 

２ 問題文にある「○○について」の○○に着目する（○○が解答要求事項である） 

３ なお書き、ただし書き、また書き、注書きの指示は見落とさない。 

４ 様々な「切り口」に対応する。 

各テーマごとの理論体系に合わせ、解答の柱を挙げること。 

〈具体例〉 

(1) 国内取引と輸入取引（いずれかに限定されているか？） 

(2) 法人と個人事業者（いずれかに限定されているか？） 

(3) 原則と特例（原則から解答するか？特例のみで良いか？） 

５ 解答時間に余裕がある場合には、用語の定義などを補足してもよい。 

６ 事例理論に対応するための定型文を暗記しておく。 

 

 

 

を自分の言葉で述べる。
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－xv－ 

⑴ 売上げ項目の取扱い 
  

    
売上げ項目について「消費税の取扱い」「消費税の適用関係」のように包括的に

問われる問題では、例えば次のように解答してみると良い。 
 

取 引 
「消費税の取扱い」「消費税の適用関係」についての

解答例 

非 課 税 売 上 げ 

 

 ○○であるため非課税取引に該当し、××円は課

税売上割合の計算上、資産の譲渡等の対価の額の合

計額に含まれる。 

免 税 売 上 げ 

 

 

 

 輸出取引等（○○）となるため、免税取引に該当

し、××円は課税期間における課税売上高の計算に

含まれ、また、課税売上割合の計算上、資産の譲渡

等の対価の額の合計額及び課税資産の譲渡等の対価

の額の合計額に含まれる。 

課 税 売 上 げ 

 

 

 

 

 ○○であるため課税取引（注）に該当し、××円

は課税標準の計算に含まれる。また、課税期間にお

ける課税売上高の計算に含まれ、さらに課税売上割

合の計算上、資産の譲渡等の対価の額の合計額及び

課税資産の譲渡等の対価の額の合計額に含まれる。 

非課税資産の輸出 

 

 

 

 ○○であるため非課税取引に該当し、△△である

ため非課税資産の輸出に該当する。また、××円は

課税売上割合の計算上、資産の譲渡等の対価の額の

合計額及び課税資産の譲渡等の対価の額の合計額に

含まれる。 

資産の国外移送 

 

 

 

 ○○であるため資産の国外移送に該当し、本船甲

板渡し価格（××円）は課税売上割合の計算上、資

産の譲渡等の対価の額の合計額及び課税資産の譲渡

等の対価の額の合計額に含まれる。 

   (注)「課税資産の譲渡等（消費税が免除されるものを除く。）」と表記すると

より条文に近い表現として解答することができる。 
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－xvi－ 

⑵ 仕入れ項目の取扱い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  仕入れ項目について「消費税の取扱い」「消費税の適用関係」のように包括的

に問われる問題では、例えば次のように解答してみると良い。 

取 引 「消費税の取扱い」「消費税の適用関係」についての解答例 

国内において行 

う課税仕入れ 

 ○○は国内における課税仕入れに該当し、仕入税額控除

の対象となる。 

上記以外のもの 

免税仕入れ 

非課税仕入れ 

不課税仕入れ 

 ○○は国内における課税仕入れに該当しないため、仕入

税額控除の対象とならない。（消費税法上の処理はない。） 

 (注) 仕入れ項目についての取扱いを考える際のポイントは次の２つである。 

① 国内取引に該当するかどうか 

② 課税仕入れに該当するかどうか 

なお、時間・ボリューム等を考慮し、次の事項を解答するのも良い。 

計算方法 解答例 

個別対応方式 

【Ａ対応】 

 個別対応方式の計算上、課税資産の譲渡等にの

み要する課税仕入れとして区分され、課税仕入れ

等の税額の全額が控除される。 

【Ｂ対応】 

 個別対応方式の計算上、その他の資産の譲渡等

にのみ要する課税仕入れとして区分され、課税仕

入れ等の税額は控除されない。 

【Ｃ対応】 

 個別対応方式の計算上、課税資産の譲渡等とそ

の他の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れ

として区分され、課税仕入れ等の税額に課税売上

割合を乗じた金額相当額が控除される。 

一括比例配分方式 

 一括比例配分方式の計算上、課税仕入れ等の税

額に課税売上割合を乗じた金額相当額が控除され

る。 
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－xvii－ 

⑶ リバースチャージ等の取扱い 

  リバースチャージ等について「消費税の取扱い」「消費税の適用関係」のよう

に包括的に問われる問題では、例えば次のように解答してみると良い。 

取 引 
「消費税の取扱い」「消費税の適用関係」についての

解答例 

電気通信利用役務の提供 

【国内取引の判定】 

 ○○は役務の提供を受ける者の住所等が国内で

あるため、国内取引に該当する。 

【仕入（国内事業者）側】 

特定仕入れ 

特定課税仕入れ 

【課税の対象】  

 ○○は国内における特定仕入れに該当し、課税

の対象となる。 

【納税義務】 

 ○○は国内における特定課税仕入れに該当し、

消費税を納める義務がある。 

【課税標準】 

 ○○は特定課税仕入れに該当し、××円は課税

標準の計算に含まれる。（なお、課税期間におけ

る課税売上高及び課税売上割合の計算では考慮し

ない。） 

【仕入税額控除】 

 ○○は国内における特定課税仕入れに該当し、

仕入税額控除の対象となる。       etc 

【売上（国外事業者）側】 

特定資産の譲渡等 

【課税の対象】  

 ○○は特定資産の譲渡等に該当するため、課税

の対象とならない。 

【納税義務】 

 ○○は特定資産の譲渡等に該当するため、消費

税を納める義務はない。         etc 

  

  



テーマ別理論問題

第１章



  

  

 

テーマ１ 課税の対象

－2－ 

   テーマ１ 課税の対象  

◆ 理論体系 
 

 

 

 

 

 

（注）免 税 

上記の消費税法に規定される免税のほかに、租税特別措置法等におい

ても一定の免税措置が設けられている。 

◆ 課税関係 

(1) 国内取引 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）特定仕入れ 

 資産の譲渡等のほか、特定仕入れも課税の対象とされる。 
 

(2) 輸入取引 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸出免税等 

輸出物品販売場における免税 

課税の対象 

課税の対象 

非課税 

免 税 

輸 

入 

取 

引 

保税地域から

の外国貨物の

引取り 

（課税の対象） 

【第一段階】 

課税貨物 

非課税貨物 

【第二段階】 

国 
内 

取 

引 

資産の譲渡等 

（課税の対象） 

不課税取引 

課税取引 

免税取引 

課税資産の

譲渡等 

非課税取引 

【第一段階】 【第二段階】 【第三段階】 



  

  

テーマ１ 課税の対象

－3－ 

課税の対象（国内取引） 
  

   基礎力養成    定 義 

消費税法第２条に規定される次の定義について述べなさい。 

(1) 国 内 

(2) 事業者 

(3) 資産の譲渡等（資産の譲渡とみなす行為を含むものとする。） 

解 答 

 (1) 国 内 

消費税法の施行地をいう。 

(2) 事業者 

個人事業者（事業を行う個人をいう。）及び法人をいう。 

(3) 資産の譲渡等 

① 定 義 

② 範 囲 

③ みなし譲渡 

イ 個人事業者 

ロ 法 人 

解 説 

本問において、仮に「消費税法施行令に規定される部分については触れる必要 

はない。」旨の指示が与えられた場合、上記(3)②の部分について解答する必要は 

ない。 

（注）法律と施行令の関係 

消費税法における法律と施行令の関係は次のようになる。 
  

 

 

 

 

 

消費税法 

施行令ａ 

消費税法Ａ 
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  実力養成 内外判定① 

甲社（本店は国内に所在する。）が行う次の各取引が、消費税法第４条に規定さ

れる国内取引に該当するかどうかを理由とともに述べなさい。 

(1) イギリスに所在する土地を内国法人乙社に譲渡する行為 

(2) 特許権を外国法人に貸し付ける行為 

  なお、この特許権は日本とアメリカの両国で登録されている。 

(3) 外国法人に金銭を貸付け、利息を収受する行為 

  この貸付けに係る契約は甲社の国内財務部で行っている。 

(4) 海外の支店に預金口座を設け、利息を収受する行為 

  この口座の開設及び入出金管理はその海外支店で行っている。  

(5) 外国法人に貸付金（内国法人丙社に対して有するもの）を譲渡する行為  

  この譲渡に係る契約は甲社の国内財務部で行っている。 

(6) ゴルフ会員権を外国法人に譲渡する行為 

  なお、この会員権はアメリカに所在するゴルフ場に係るものである。 

解 答 

［(1)について］ 

譲渡が行われる時における資産（土地）の所在場所が国外（イギリス）であ

るため、国内取引に該当しない。 

［(2)について］ 

特許権は２以上の国で登録されており、権利の貸付けを行う者（甲社）の住

所地が国内であるため、国内取引に該当する。 

［(3)について］ 

金銭の貸付け等を行う者（甲社）の事務所等の所在地が国内であるため、国

内取引に該当する。 

［(4)について］ 

金銭の貸付け等を行う者（甲社）の事務所等の所在地（海外支店）が国外で

あるため、国内取引に該当しない。 

［(5)について］ 

金銭債権の譲渡に該当し、その金銭債権に係る債権者（甲社）の事務所等の

所在地が国内であるため、国内取引に該当する。 

［(6)について］ 

ゴルフ場等の所在地が国外（アメリカ）であるため、国内取引に該当しない。 
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    実力養成                       内外判定② 

内国法人甲社（国外に支店等は有していない。）が行う次の各取引が、消費税法

第４条に規定される国内取引に該当するかどうかを理由とともに述べなさい。 

(1) 内国法人Ａ株式（株券の所在場所は日本であり、振替機関で取り扱うものでは

ない。）を譲渡する行為 

(2) 内国法人Ｂ株式（券面はなく、日本の振替機関で取り扱うもの。）を譲渡する

行為 

(3) 外国法人Ｃ株式（券面はなく、海外の振替機関で取り扱うもの。）を譲渡する

行為 

(4) 外国法人Ｄ株式（券面はなく、振替機関で取り扱うものではない。）を譲渡す

る行為 

(5) 内国法人Ｅ株式（券面はなく、日本と海外の振替機関で重複して取り扱うもの。）

を譲渡する行為 

  なお、決済に係る振替業務は国内振替機関で行われるものである。 

解 答 

 (1)について 

 譲渡が行われる時における有価証券の所在場所が国内であるため、国内取引に該

当する。 

(2)について 

 振替機関等の所在地が国内であるため、国内取引に該当する。 

(3)について 

 振替機関等の所在地が国外であるため、国内取引に該当しない。 

(4)について 

 有価証券に係る法人の本店、主たる事務所の所在地等が国外であるため、国内取

引に該当しない。 

(5)について 

 振替業務が国内振替機関で行われるものであるため、国内取引に該当する。 

解 説 

振替機関が取り扱う一定の有価証券等を譲渡した場合には、原則として、振替機関 

等の所在地が国内にあるかどうかにより国内取引の判定を行う。 

 ただし、重複上場有価証券等については、次により判定する。 

① 決済の際の振替業務が国内振替機関等で行われる場合 

国内振替機関の所在地で判定する。 

② ①以外の場合 

  外国の機関の所在地で判定する。 
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 課税の対象（輸入取引） 

 

 基礎力養成    定 義 

消費税法第４条第２項に規定される輸入取引の課税の対象について述べなさい。 

また、消費税法第２条に規定される次の定義について述べなさい。 

 ① 保税地域 

 ② 外国貨物 

 ③ 課税貨物 

解 答 

［輸入取引の課税の対象］ 

(1) 課税の対象 

(2) みなし引取り 

［消費税法第２条に規定される定義］ 

① 保税地域    

関税法に規定する保税地域をいう。 

② 外国貨物   

輸出の許可を受けた貨物及び外国から本邦に到着した貨物で輸入が許可

される前のものをいう。 

③ 課税貨物 

イ 定 義 

保税地域から引き取られる外国貨物のうち、輸入取引の非課税の規定

により消費税を課さないこととされるもの以外のものをいう。 

ロ 輸入取引の非課税（Ｍ１－３の２） 
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非課税（国内取引） 
  

   基礎力養成                    非課税の判定① 

次の各取引が、消費税法別表第二（国内取引の非課税）に列挙される取引のいず

れに該当するかを述べなさい。 

また、課税されるものについてはその旨を述べなさい。 

すべて国内取引の要件を満たすものである。 

(1) 投資信託の受益証券を譲渡する行為           

(2) 合名会社の出資者持分を譲渡する行為 

(3) 貸付金、売掛金等の金銭債権を譲渡する行為 

(4) 約束手形を譲渡する行為        

(5) 投資信託の収益分配金、割引債の償還差益を収受する行為   

(6) プリペイドカードを譲渡（原始発行に伴うものではない。）する行為 

(7) 旅行小切手の発行手数料、円からドルへの両替業務手数料を収受する行為 

(8) 土地に設定された抵当権を譲渡する行為 

解 答 

［(1)について］ 

 有価証券の譲渡に該当する。 

［(2)について］ 

 有価証券に類するものの譲渡に該当する。 

［(3)について］ 

有価証券に類するものの譲渡に該当する。 

［(4)について］ 

 支払手段の譲渡に該当する。 

［(5)について］ 

 利子を対価とする金銭の貸付け等に該当する。 

［(6)について］ 

物品切手等の譲渡に該当する。 

［(7)について］ 

外国為替業務に係る役務の提供に該当する。 

［(8)について］ 

「非課税とされる土地の上に存する権利の譲渡」とはされず、課税される。 
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   基礎力養成                    非課税の判定➁ 

次の各取引が、消費税法別表第二（国内取引の非課税）に列挙される取引のいず

れに該当するかを述べなさい。 

また、課税されるものについてはその旨を述べなさい。 

すべて国内取引の要件を満たすものである。 

(1) 暗号資産を譲渡する行為 

(2) 住宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業（いわゆる民泊）に係る宿泊料を収受

する行為 

(3) 手形の割引料を収受する行為        

(4) 保険代理店が代理店手数料を収受する行為   

(5) 海外への送金手数料を収受する行為 

(6) 身体障害者用物品の部分品を譲渡する行為 

(7) 契約上、その用途は明らかにされていないが、賃借人が住宅として使用してい

ることが明らかな建物（賃借期間は１月以上）につき家賃を収受する行為 

解 答 

［(1)について］ 

 支払手段に類するものの譲渡に該当する。 

［(2)について］ 

 「非課税とされる住宅の貸付け」には該当しないため、課税される。 

［(3)について］ 

利子を対価とする金銭の貸付け等に該当する。 

［(4)について］ 

 「非課税とされる保険料を対価とする役務の提供」には該当しないため、課税

される。 

［(5)について］ 

 外国為替業務に係る役務の提供に該当する。 

［(6)について］ 

「非課税とされる身体障害者用物品の譲渡」に該当しないため、課税される。 

［(7)について］ 

住宅の貸付け（契約で用途が明らかにされていない場合に貸付け等の状況から

みて居住の用に供されていることが明らかな場合）に該当する。 
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   実力養成          土地等 

甲社における次の収入が課税取引、非課税取引のいずれに該当するかの解答を述

べた上で、その解答の理由について説明しなさい。 

なお、駐車場はいずれも国内に所在し、賃貸借期間は１年間である。 

(1) 駐車場収入 2,200,000円 

  甲社がアスファルトを敷設し、区画整備して賃貸している。 

(2) (1)の敷地に隣接した土地の賃貸に係る収入 480,000円 

  賃借人乙は、賃借したその土地に自らアスファルトを敷設し、駐車場として使

用している。 

解 答 

［(1)について］ 

① 解 答 

課税取引 

② 解答の理由 

  国内において事業者が行った資産の譲渡等に該当するため、課税の対象と

なる。また、甲社は自らアスファルトを敷設し、区画整備して賃貸している

ため、施設の利用に伴う土地の貸付けとして、非課税とされる土地の貸付け

から除外される。 

したがって、非課税取引に該当しないものとして課税される。 

［(2)について］ 

① 解 答 

非課税取引 

② 解答の理由 

国内において事業者が行った資産の譲渡等に該当するため、課税の対象と

なる。アスファルトを敷設し、駐車場として使用しているのは賃借人乙であ

り、甲社は土地を貸付けているだけである。 

したがって、国内において行われる資産の譲渡等のうち、土地の貸付けに

該当し、非課税とされる。 

補 足 

電力会社の電柱の敷設に係る賃貸収入（道路占用料）は、土地の貸付けに該 

当するものとして取り扱われるため、契約による貸付期間が１月以上であれば、 

非課税とされる。 



  

  

 

テーマ１ 課税の対象

－10－ 

   実力養成 保険診療 

開業医甲における次の休日診療事業が課税取引、非課税取引のいずれに該当する

かの解答を述べた上で、その解答の理由について説明しなさい。 

なお、甲は国内において医療業を営んでいる。 

(1) 社会保険診療報酬支払基金から当課税期間に収入すべき医療保険の診療収入 

(2) 国民健康保険団体連合会からの当課税期間に係る医療保険の診療収入 

(3) 診療を受けた患者が窓口で負担した上記(1)及び(2)の社会保険等に係る診療収

入 

(4) 患者がすべて自己負担で診療費等を支払った自由診療収入 

解 答 

［(1)から(3)について］ 

① 解 答 

非課税取引 

② 解答の理由 

国内において事業者が行った資産の譲渡等に該当するため、課税の対象と

なる。 

国内において行われる資産の譲渡等のうち、健康保険法等に基づく資産の

譲渡等に該当し、非課税とされる。 

［(4)について］ 

① 解 答 

課税取引 

② 解答の理由 

国内において事業者が行った資産の譲渡等に該当するため、課税の対象と

なる。 

また、自由診療は非課税とされる「健康保険法等に基づく資産の譲渡等」

に該当しない。 

したがって、非課税取引に該当しないものとして課税される。 

解 説 

  

 

 
自由診療収入 

非課税 保険診療収入 

社保・国保負担分 

患者自己負担分 

課 税 
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